




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































間に、ⅰ航行可能水域および隣接の海岸線への排出が一度あったが、排出量が千ガロンを超えなかった場合と、ⅱ航行可能水域および隣接の海岸線へ 排出が二度あった 、各排出量 四二ガロンを超えず、かつ、各排出の間が







































































































するために状況 観察 。ＯＳＣは、以下の状況において、対応 指揮 と



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ssistance in the C




























































































































・アメリカでは、有害物質 放出または油の流出に係る災害 事故に備えて、対象施設に して防災計画を作成
させて行政庁に提出させる を法律で義務付けている。　
・アメリカでは、有害物質 放出または油の流出 係る災害・事故時に備えて、①災害・事故情報を一元的に集
約する仕組みが構築されており、②災害・事故現場におい 誰が対応すべきかを判断する責任者が連邦の対応が必要であると判断した場合に各連邦機関が行うべき対応が、事前に定められている。とりわけ放射性物質の放出に係る災害・事故については、ＥＰＡが主導機関または調整機関となっ 緊急に す こ とされていることから、




































































































§ 302. 4, T
able 302. 4. 同表では、ＣＥＲＣＬＡの有害物質がアルファベット順に並べられているが、付表Ａ（
A
ppen-







§ 302. 4, T












































































































































































orst-case release scenario ）の分析と代替シナリオ（




















































































































Sep. １5, １994 ）. 
（
40）　
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